
事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【保健事業】

件 件

回 人 回 人

回 人 回 人

【住民一般健康診断】

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

※平成20年度から住民健診対象者は国保の40～７４歳であるので、40歳以下と生活保護者を計上

【あがりティーダウォーキング】

開催回数　11回　参加者数　実93人　 延312人

５．事業費 （単位：千円）

21 22

2,694

総事業費

年度決算率

3,347

年度決算

3,388

対象（何、誰のために） 西原町の住民

自らの健康に関心を持ってもらい、疾病の予防・重症化の防止を図る。

４．平成２２年度事業の成果

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

にしはら健康２１

健康教室、健康教育、あがりティーダウォーキング、健康手帳、20代・30代健診

事業期間

根拠法令等 健康増進法

総
合
計
画 小項目 健康づくり推進体制の充実

保険福祉の充実

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

中項目

791

一般財源 -

地方債

その他特定財源

事　業　費 - 4,179

653財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

健康手帳の交付状況（新規）

23

49

154

344健康教室

健康相談

221

16

389

平成22年度

予防費

予
算
科
目

健康推進課 一般会計

衛生費

保健衛生費

平成 年度　～　平成

事業種別事業名

担当課 課長名 大城安

保健事業

関連計画等

133

55

167

142

平成21年度

377 内40才未満 371

内40才未満

内40才未満

年度

平成21年度

140

平成22年度

416

要指導

要医療

410

138

55

内40才未満受診者

49

内40才未満 141

97 内40才未満 94

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

21 22 千円

補助件数

＊２類対象者は高齢者予防接種予算から

５．事業費 （単位：千円）

21 22

5,524

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源 -2,931

地方債

県支出金 6,948 5,175

国庫支出金 5,145

事　業　費 - 9,162 10,699

合計 5,532 16,946,450

率 年度決算 年度決算

予　診　の　み
２類対象外 2 2,100

２類対象 4 4,200

1,204,000

２類対象 2,132 6,360,400

4,848,150

２類対象者 1,137 4,527,600接
種
者

非課税世帯
２類対象外 1,057

課税世帯
２類対象外 1,204

４．平成２２年度事業の成果

項目 区分 補助件数 補助額

根拠法令等 特別措置法 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

新型インフルエンザワクチン接種に係る費用の一部を補助することにより、経済的負担軽
減を図る。

新型インフルエンザワクチン接種に係る費用の一部を補助する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 10,699

対象（何、誰のために） 町民

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 衛生費

中項目 保健福祉の充実 保健衛生費

小項目 健康づくり推進体制の充実 予防費

担当課 健康推進課 課長名 大城安

事業名 新型インフルエンザ対策事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

21 千円

子宮頸がん検診

乳がん検診

５．事業費 （単位：千円）

21 22

4,007

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

5,767

1,760

県支出金

国庫支出金 4,169

受診率 24.2% 17.6%

事　業　費 - 4,169

率 年度決算 年度決算

18.6%

240 232 1129

39 64 236

16.3% 27.6% 20.9%

受診者 55 37 41

対象者 227 210 220

14.6% 26.0% 15.6%

40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 合計

受診率 9.2% 14.4% 15.3%

246 227 1240

受診者 24 39 36 36 59 194

対象者 261 271 235

４．平成２２年度事業の成果

20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 合計

根拠法令等 健康増進法 関連計画等 にしはら健康２１、がん対策推進基本計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

特定の年齢の方に対し子宮頸がん・乳がんの無料クーポン券と検診手帳を配布しがん検
診の受診率を向上させることで、がんの早期発見、早期治療を図る。

特定の年齢の方に対し子宮頸がん・乳がんの無料クーポン券と検診手帳を配布することで対象者は無料で検診受
診ができ、また予防に関する知識を得られる。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 健康づくり推進体制の充実 予防費

対象（何、誰のために） 子宮頸がん（20・25・30・35・40歳の女性）　乳がん（40・45・50・55・60歳の女性）

衛生費

中項目 保険福祉の充実 保健衛生費

担当課 健康推進課 課長名 大城安
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 がん検診推進事業(旧女性特有のがん検診推進事業) 事業種別 1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

22 22 千円

賃金

　臨時雇賃費　2人×9月=2,288,000円

需用費

　消耗品費　　　82,938円

　印刷製本費　477,858円

共済費

　社会保険料　2人×9月=303,320円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

-90

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

県支出金 3,242

国庫支出金

事　業　費 - 3,152

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 健康増進法 関連計画等 にしはら健康２１、がん対策推進基本計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西原町の死因第１位であるがんに関して、検診の受診勧奨を行うことにより多くの方に受
診してもらうことでがんの早期発見、早期治療につなげる。

戸別訪問や電話等で受診勧奨を行い、検診を受診してもらう。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 3,152

小項目 健康づくり推進体制の充実 予防費

対象（何、誰のために） 西原町の住民

衛生費

中項目 保険福祉の充実 保健衛生費

担当課 健康推進課 課長名 大城安
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 がん検診受診促進事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 4

2 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

22 千円

平成２２年度は平成２３年１月２０に事業を開始したものの、３月にワクチンの供給不足が生じたため、

接種差し控えの措置がとられ、接種回数が伸びなかった。

５．事業費 （単位：千円）

21 22

2,061

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

3,732

県支出金 1,671

国庫支出金

合計 854

事　業　費 - 0

率 年度決算 年度決算

41 27 653,499

93 69 1,482,327

233 160 3,713,787

高校２年生 212 15,939 15,939

中学３年生 216 15,939 15,939

55 33 876,645

中学２年生 213 15,939 15,939 44 31 701,316

中学１年生 213 15,939 15,939

４．平成２２年度事業の成果

対象年齢 対象人数接種単価 助成費
接種実施

支出額
延接種回数 被接種人数

根拠法令等 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金 関連計画等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

子宮頸がんの原因はヒトパピローマウィルスの長期感染により発症するが、その予防ワク
チンである子宮頸がんワクチンの接種をすることで、子宮頸がんの発症リスクの軽減を図
る。

中学１年から高校２年生を対象に子宮頸がんワクチン予防接種の補助を行い、経済的な負担の軽減を図る。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 健康づくり推進体制の充実 予防費

対象（何、誰のために） 中学１年生から高校２年生の女性

衛生費

中項目 保健福祉の充実 保健衛生費

担当課 健康推進課 課長名 大城安
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 子宮頸がんワクチン接種事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

22 24 千円

・普及啓発事業

・パネル展の展示（平成22年9月13日～9月24日）

自殺予防週間に役場玄関前ロビーにて「うつ予防」をテーマにしたパネル展を実施。

・パンフレットの配布

パネル展や介護予防事業（いいあんべー共生事業）、相談事業所、窓口にてうつ予防に関するパンフレット配布

1,500部

・DVD放映

自殺予防パネル展や20代30代健診で、自殺予防に関するDVDを放映

５．事業費 （単位：千円）

21 22

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

地方債

県支出金 559

国庫支出金

事　業　費 - 0 559

４．平成２２年度事業の成果

率 年度決算 年度予算

根拠法令等 自殺対策基本法、沖縄県自殺対策緊急強化事業 関連計画等 にしはら健康２１

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西原町の実情を踏まえ、自殺対策を緊急に強化する。

自殺の予防、自殺予防の啓発を図り、特に自殺の大きな要因とされるうつ予防に取り組む。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 健康づくり推進体制の充実 社会福祉総務費

対象（何、誰のために） 全町民

民生費

中項目 保険福祉の充実 社会福祉費

担当課 介護支援課 課長名 宮里澄子
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 自殺対策緊急強化事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な活動内容】

・こいのぼり掲揚式 雨天のため中止

[賃金］

保育業務補佐 2 名

【補助金】

千円

千円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

3,576

財
源
内
訳

一般財源 - 1,760

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金 171

事　業　費 - 1,931 3,576

私立保育向上連絡協議会補助金 270

率 年度決算 年度決算

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度

西原町保育連絡協議会補助金 420

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町児童育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

認可園・認可外保育園の連携が密になることで、保育環境の改善につながる

・こいのぼり掲揚式
・保育業務の補佐
・西原町保育連絡協議会に対する補助金
・私立保育向上連絡協議会に対する補助金

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 認可園・認可外保育園に通園する児童及び保護者

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 児童福祉事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【対象者等】

【事業内容等】

・巡回指導、音楽療法、療育相談等

・保育所やマミーキッズとの交流保育、プール遊び等

・遠足、誕生会等

５．事業費 （単位：千円）

21 22

494

財
源
内
訳

一般財源 - 475

その他特定財源 46

地方債

540

県支出金

国庫支出金 1/2 475

事　業　費 - 950 1,079

通園児童数 8 8

率 年度決算 年度決算

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

根拠法令等 児童福祉法・発達障害者支援法 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

心身障害児の福祉の向上を図り、安心して子育てできる環境を作る。

心身に障害のある児童に対し、通園の場を設けて個別的、集団的指導を行い、心身障害児の福祉向上を図ること
を目的とする。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 障害児(小学校就学前まで）と保護者

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 障害児通園（デイサービス）事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【事業内容】

千円 千円

備品購入費 735 千円

空気殺菌脱臭装置　 2台

太田小児科医院へ使用貸借契約にて対応

５．事業費 （単位：千円）

21 22

3,248

財
源
内
訳

一般財源 - 2,873

その他特定財源 276

地方債

県支出金 2/3 1,100 1,800

国庫支出金

事　業　費 - 3,973 5,324

3,169

率 年度決算 年度決算

太田小児科医院 260人 4,589 213人

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

延利用人数 委託額 延利用人数 委託額

根拠法令等
西原町病後児保育事業実施要綱・
沖縄県特別保育事業費等補助金交付要綱 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

病気の回復期にあり、かつ、集団保育が困難で、かつ、保護者の勤務の都合で家庭で保育が困難な
児童を、保育所以外で保育できる場を提供し、安心して仕事が出来る環境を整える。

小児科医院と委託契約し、保護者からの利用申請書に基づき、医院で預かり保育を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 児童と保護者

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 病児・病後児保育事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【学童クラブ】

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

民設民営の学童経営において補助金は欠かせない状況である。

また､児童数も増加傾向にあり､保護者からのニーズは高い。

５．事業費 （単位：千円）

21 22

5,815

財
源
内
訳

一般財源 - 4,949

その他特定財源

地方債

県支出金 2/3 9,895 11,630

国庫支出金

事　業　費 - 14,844 17,445

2,923

率 年度決算 年度決算

さくらんぼ学童 43 3,567 39

2,854

太陽学童 39 5,070 45 4,401

学童ミッキークラブ 44 3,537 45

1,620

オナガスポーツ学童クラブ 31 3,378 26 3,046

海星学童センター 20 1,893 21

４．平成２２年度事業の成果

3月末現在

平成22年度 平成21年度

人数 事業費 人数 事業費

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

放課後、学童クラブで児童を預かることで、保護者が安心して仕事ができる。

保護者が労働等で昼間家庭にいない児童を預かることで子育ての支援を行い、児童を事故や犯罪から保護し、さ
らには健全育成を図ることを目的とする。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 小学校に就学しているおおむね10歳未満の児童

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 放課後児童対策事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【西原町要保護児童対策地域協議会】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

1,431

財
源
内
訳

一般財源 - 856

その他特定財源

地方債

21

県支出金

国庫支出金 36

事　業　費 - 892 1,452

相談受付件数 64 24

率 年度決算 年度決算

ケース会議 33 48

合計 37 54

代表者会議 1 2

実務者会議 3 6

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

乳幼児から児童生徒までの健康、生命の保護と家庭の支援を目的とする。

要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定妊婦等に対し､適切な保護・支援活動を行う。
※ 支援組織：西原町要保護児童対策地域協議会　（福祉課：事務局(調整機関)）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） ０歳から１８歳までの児童

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 要保護児童対策事業 事業種別 1. 新規 2. 継続

児童虐待への住民認識の高まりのなか､相談(通告)受付件数は増加傾向である。

各関係機関の連携､協力による粘り強い支援により､支援を必要とする児童等の健全育成が図られている。

今後も､引き続き児童の適切な保護・支援活動を行うため､協議会の体制強化が望まれる。

1. 新規 2. 継続

児童虐待への住民認識の高まりのなか､相談(通告)受付件数は増加傾向である。

各関係機関の連携､協力による粘り強い支援により､支援を必要とする児童等の健全育成が図られている。

今後も､引き続き児童の適切な保護・支援活動を行うため､協議会の体制強化が望まれる。
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【認可外保育所】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

3,546

財
源
内
訳

一般財源 - 3,088

その他特定財源

地方債

県支出金 1/2 2,966 3,281

国庫支出金

事　業　費 - 6,054 6,827

率 年度決算 年度決算

123

いずみ保育所 34 123 28 123

にこにこ乳児園 15 123 10

534

マイマイクラブ 30 247 24 298

我謝保育園 32 588 30

1,555

美原幼児学園 73 1,324 70 757

こばと保育園 87 1,501 93

1,428

サウンド幼児学園 60 1,359 79 1,236

海星学園 83 1,555 80

４．平成２２年度事業の成果

（単位：千円）

平成22年度 平成21年度

園児数 補助金 園児数 補助金

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

認可外保育園に通園する児童の処遇改善を図り、児童・保護者が安心できる環境作り。

 認可外保育施設における児童の処遇改善を図るための助成。
 （補助項目）
  健康診断費・調理員検便費・ミルク代・お米代・職員健康診断・賠償責任保険料・行事費（町内在住児）・研修費

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 認可外保育所在園児

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 認可外保育園助成事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

41

財
源
内
訳

一般財源 - 2,489

その他特定財源

地方債

県支出金

国庫支出金

事　業　費 - 2,489 41

４．平成２２年度事業の成果

・平成22年3月に、後期計画の策定を行い。平成22年度からは、これに基づき計画を進めていく。
・年1回の進捗状況報告会議あり。関連課から進捗状況報告を受けており、庁舎内における　子育て支援関連事業
の周知と連携意識高揚を図った。今後も同様に継続していく。
・待機児童解消が大きな課題となっており、年次的に保育所、幼稚園、支援センター、児童館の活用及び整備、内
容充実を図り、子育て支援に取り組んでいる。
・平成23年度の新規認可保育園の設立に向け、平成22年度に、法人化、保育所建設を行った。
・各事業等の内容充

率 年度決算 年度決算

根拠法令等 次世代育成支援対策推進法 関連計画等 西原町次世代育成支援地域協議会設置要綱

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

子どもたちを取り巻く私的、人的環境を計画的に推進し、充実させながら、具体的に目標達
成を図り、安心して暮らせる子育てしやすい町を目指す。

・平成17年度、次世代育成支援対策推進法に基づき策定された計画（西原町次世代育成支援行動計画：新にし
　はらわらびプラン）がある。
・地域や社会全体で子育て家庭を支援し次代を担う子どもたちが健やかに育つための環境を整理し、みんなで
　取り組む事業や目標数値を定めたものである。
・平成17年から平成26年度までの時限立法である。(前期計画：平成17年度～平成21年度、後期計画：平成22年
　度～平成26年度）。
・平成22年度から「にしはらわらびプラン2010」後期計画スタートした。
・視点の見直しを行った

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童福祉総務費

対象（何、誰のために） 子育て世帯・子育てを支援する地域の人たち

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 次世代支援育成対策事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【各保育所】 （単位：人）

【主な事業内容】 （単位：人）

【保育所待機児童数】 （単位：人）

５．事業費 （単位：千円）

21 22

13,134

その他特定財源 16,052 7,366

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 - 4,085

事　業　費 - 20,137 20,500

率 年度決算 年度決算

平成21年度末

待機児童数 78 111 88 159

平成22年度当初 平成22年度末 平成21年度当初

西原保育所 36 36

坂田保育所 48 36

合計 2,054 2,165

障害児保育事業
平成22年度 平成21年度

延障害児園児数 延障害児園児数

坂田保育所 1,276 1,355

西原保育所 778 810

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

延園児数 延園児数

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

母親の就労支援・子育て支援の充実で安心して生活できる。

母親の就労支援・子育て支援として町立保育所にて、保育に欠ける児童の保育を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

小項目 児童の保健福祉の充実 保育所費

対象（何、誰のために） 公立保育所入所児童

民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち

事業名 公立保育所事務運営事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

単位：千円

・公立保育所は子育て支援はもとより、障害児保育や待機児童の解消など重要な役割を果たしてきた。

今後も認可保育園と連携を図り、公立保育園としての役割が求められている。

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 坂田、西原保育所運営事業 事業種別

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 保育所費

対象（何、誰のために） 坂田及び西原保育所入所の児童

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

母親の就労支援・子育て支援の充実で安心して生活できる。

母親の就労支援・子育て支援として西原保育所・坂田保育所にて、保育に欠ける児童の保育を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

４．平成２２年度事業の成果

H22事業費 H21事業費

坂田保育所 40,441 40,220

西原保育所 28,160 27,188

合計 68,601 67,408

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 67,408 68,601

一般財源 - 47,708

国庫支出金 214

地方債

250

県支出金

その他特定財源 19,486 34,001

34,350

財
源
内
訳

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【事業内容】 単位：千円

・上記内容は児童福祉法第51条第4号の規定による支弁額である。児童の健全育成、良質な保育環境を

維持するために欠かせないものとなっており、そして、一定の成果をあげている。

・５．事業費には国庫・県負担金返還金を含みます。

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 私立分児童運営費負担事業 事業種別

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために） 私立認可保育園入園児童

予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

入園児童の安全確保

母親の就労支援・子育て支援として私立認可保育園にて、保育に欠ける児童の保育を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 児童福祉法 関連計画等 西原町児童育成支援行動計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

延園児数 補助金 延園児数 補助金

112,502

愛和保育園 1,643 119,632 1,636 117,970

西原白百合保育園 1,502 107,440 1,585

153,551

小川保育園 875 83,482 864 86,219

さざなみ保育園 2,116 150,291 2,154

93,152

さわふじ保育園 1,084 78,351 1,111 79,426

さくらんぼ保育園 1,236 91,232 1,256

642,820

率 年度決算 年度決算

合計 8,456 630,428 8,606

事　業　費 - 643,521 633,476

234,125

県支出金 1/4 115,954 117,063

国庫支出金 1/2 231,907

その他特定財源 144,552 143,434

地方債

138,854

財
源
内
訳

一般財源 - 151,108

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

12 32 千円

【事業内容】 単位：千円

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 運営費補助金交付事業 事業種別

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために） 認可保育園入園児童

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

認可保育園への支援によって、入園児童の環境整備を整える。

認可保育園の新規・改築建設借入金（元金分）償還金への補助。
・西原白百合保育園借入元金→H12年562,000円、H13～H16年502,000円、H17～H23年580,000円、H24533,000円H25～H30年
386,000円、H31年320,000円・償還期間20年間（Ｈ１２年～Ｈ３１年）
・さざなみ保育園借入金→H13年度991,000円、H14～H16年969,000円、H17～H32年1,076,000円

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 30,913

根拠法令等 西原町認可保育園補助金交付要綱 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

西原白百合保育園 580 580

さざなみ保育園 1,076 1,076

合計 1,656 1,656

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 1,656 1,656

県支出金

国庫支出金

その他特定財源

地方債

1,656

財
源
内
訳

一般財源 - 1,656

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

22 23 千円

【保育園整備状況】 単位：円

５．事業費

21 22

事業名 保育所建設事業補助金交付事業 事業種別

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために） 町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

待機児童解消のため

次年度より認可園となるサウンド保育園の建設費の補助。安心こども基金保育所緊急整備事業を活用する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 沖縄県安心子ども基金補助金交付要綱 関連計画等

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度

さうんど保育園 137,816,000

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 137,816

県支出金 3/4 129,680

国庫支出金

その他特定財源

地方債

8,136

財
源
内
訳

一般財源 - 0

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【保育園別実施状況】

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 地域活動事業補助金事業 事業種別

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために） 児童及び町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

保育所の役割を地域の住民理解を得ながら、子育て支援をスムーズに行うことが出来る
環境づくり。

地域に開かれた保育所として地域の特性に応じた保育活動。
　（認可保育園５園で実施：地域の方々と入所児童の交流・卒園児との交流・育児講座など実施）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等
西原町次世代育成支援対策事業補助金交付
要綱・次世代育成支援対策交付金交付要綱

関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

事業名 参加人数 事業名 参加人数

133

小川保育園 保育所地域活動事業 296 保育所地域活動事業 239

西原白百合保育園 保育所地域活動事業 367 保育所地域活動事業

430

さわふじ保育園 保育所地域活動事業 151 保育所地域活動事業 20

さくらんぼ保育園 保育所地域活動事業 693 保育所地域活動事業

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 631 666

333

県支出金

国庫支出金 1/2 316

その他特定財源

地方債

333

財
源
内
訳

一般財源 - 315

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 3

2 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【保育園別実施状況】 単位：人

５．事業費 （単位：千円）

21 22

事業名 地域子育て支援センター事業補助金交付事業 事業種別

担当課 福祉課 課長名 小橋川健次
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 民生費

中項目 保健福祉の充実 児童福祉費

小項目 児童の保健福祉の充実 児童措置費

対象（何、誰のために） 保育所に入所していない児童で、家庭等で保育されている就学前の親子

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

乳児又は幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の
提供、助言その他の援助を行うことにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等
を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進することを目的とする。

地域の子育て家庭に対する育児不安等についての相談指導、子育てサークル及び子育てボランティアの育成・支
援、地域の保育資源の情報提供等
　（実施園：西原白百合保育園・さざなみ保育園）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等
西原町特別保育事業費補助金交付要綱・
沖縄県児童健全育成事業補助金交付要綱 関連計画等 西原町次世代育成支援行動計画

４．平成２２年度事業の成果

平成22年度 平成21年度

事業名 参加人数 事業名 参加人数

2,807

さざなみ保育園
地域子育て支援拠点事業
「まんぼうはうす」 4,767

地域子育て支援拠点事業
「まんぼうはうす」 5,503

西原白百合保育園
地域子育て支援拠点事業
「めぐみの広場」 3,376

地域子育て支援拠点事業
「めぐみの広場」

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 4,636 7,838

財
源
内
訳

国庫支出金 1/2

地方債

一般財源 - 1,546

3,919

県支出金 H21:2/3・H23:3/4 3,090

3,919

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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